
　日本は世界第 3 位の経済大国であり、高
い言論の自由が保障された古くからの民主
主義国であるが、あまりグローバル化され
ておらず、日本語ができない外国人にとっ
ては情報も少なく、閉鎖性を指摘されてい
る。外からは全くのブラックボックスといえ
るほどに奇妙な国として映っているとさえい
えよう。確かに、日本は良くも悪くも特異
な国かもしれない。少なくともそのような
印象を持たれているといってよい。だが、
ひとたび日本の抱える表層的な印象の奥に
潜む根源的な問題を概念化してみれば、何
も日本に限った問題とはいえない。日本の
長期的な停滞と政治の不決断、安定的な社
会の裏で蓄積していく危機から目を背けさ
せる欺瞞の構造は、多くの先進工業国の将
来を予期させるものかもしれないのである。
　現在、東北各地には復興の槌音が響く一
方、福島第一原発周辺の人々は子供の安全
や今後の経済的な道筋についての不安にお
びえながら生活している。まだ復興は緒に
就いたばかりだが、2011 年 3 月 11 日から
一年を迎えた今、日本の長期的な復興につ
いて、客観的、国際的な視点に基づいたいっ
たんの評価が求められているといってよい
だろう。筆者らは多くのキーマンの政治家、
諸外国の外交官にインタビューを行い、また
公開情報を分析し、日本を内外から観察し
た結果、次のように結論付けた。
　まず、日本社会はそのような不幸に見舞
われながらも、世界で稀にみる安定と「絆」

を示しており、それこそが日本の復興の原
動力となるだろう。
　次に、東日本大震災によって日本が持つ
事実上の政策選択肢が大幅に狭められた結
果、二大政党は経済成長重視と日米同盟重
視の立場にほぼ収斂しつつある。だが、こ
の「消極的なコンセンサス」ともいうべき
現象は具体的な政策合意に至っておらず、
当面の危機が去った今、両党のなかに潜む
改革抵抗勢力の巻き返しに直面している。
そのため、残念ながら必要な改革のスピー
ドはあまりに鈍い。
　日本を襲った大災害が日本をいかに変
え、また変えなかったのか、そして世界に
対するインプリケーションはいかなるものか
について論じる。（本文は当センターウエブ

サイトでお読みいただけます）
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東日本大震災 1年

日本は変わったのか　
変わっていないのか
　東日本大震災は、第二次世界大戦後の日
本が直面した最も大きな危機であるといっ
てよいだろう。日本社会や個々人は連帯し、

互いに助け合い、
困難に対して果敢
に立ち向かってい
る。しかし政治の
世界を見てみれ
ば、東日本大震
災に対する直後の
対応は後手後手
に回り、また長期

的な復興戦略の策定さえ遅れている。
　こうした 3.11 後の日本の特徴は、失われ
た 20 年と呼ばれたバブル崩壊後の長い停
滞の果てに起きたこのような大惨事を経て
なお、日本のシステムが変化していないこ
とを意味する。
　危機を経験しながら、政府は自国の抱え
る構造的な問題に真摯に取り組めていな
い。日本は多くの分野で国際競争力を失っ
て久しく、国民は、じり貧の国内経済、政
治的リーダーシップの欠如と次々と起きる政
権交代を忍耐強く甘受している。ここでの
問題は、日本が果たして変われるのか、少
なくとも現在の日本に変化の兆候はあるの
かということである。

東日本大震災1年

見えない復興の道筋　
消えない国民の不安
　まもなく東日本大震災から 1 年が経つ。わ
が国の歴史上未曾有の災害は、わが国の社会
に計り知れない大きな衝撃を与えた。震災直
後、あまりに大きな変化に遭遇した被災者は
いうまでもなく、日本社会全体がショックを
受け、早急に以前の状態への復興を期待した。
　しかし、現実はどうか。復興は遅々として
進まず、原発事故もまだ安心できる状態には
ほど遠い。
　さらに、ヨーロッパの財政危機に端を発す
る円高は、日本の製造業、輸出関連産業を直
撃し、それらの産業の海外脱出は、わが国の

経済的な活力を著しく低下させつつある。加
えて、これからますます進む高齢化は、社会
保障負担を激増させる。それに対して、財政
的な備えは充分どころか、今議論されている
消費税率の引き上げが行われたとしても、財
政の立て直しにはまだまだ足りない。
　わが国は、このように、今、かつては想像
もできなかったようなさまざまな困難に直面
している。なぜこうなったのか。どのように
したら、この状態から脱出することができるの
か。多くの国民は、脱出の道筋が見えないが
ゆえに、わが国の将来に不安を抱きつつある。
こうした疑問について、筆者の専門とする政
治学、行政学の観点から考察した。（本文は当
センターウエブサイトでお読みいただけます） 
（森田 朗 政策ビジョン研究センター特任教授）
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